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　中国中央政府が東北振興戦略を打ち出してからもう３年

あまり経った。その間、東北地区において経済の快速成長、

対外貿易の大幅増加、外資誘致の記録更新などの新局面を

迎えてきた。同時に、東北振興をさらに加速させるために

中央政府はこの３年間、「東北地区等旧工業基地振興戦略

の実施に関する若干の意見」（国務院11号文献）、「東北旧

工業基地を促進するにあたり対外開放を一層拡大する若干

の実施意見」（国務院36号文献）を含めた優遇政策を続々

と打ち出した。それによって旧工業基地振興を背景とする

東北地区の対外開放は新たな発展の勢いが現れ、東北地区

は珠江デルタ、揚子江デルタ、環渤海地区に次ぐ第四の増

長極としての議論もますます活発化かつ現実化してきた。

本稿は上述の旧工業基地振興策の実施及び関連の開放深化

政策の提出による該当地区における経済発展、対外貿易、

外資誘致、対外投資などの最新状況、新たな変化及び問題

点をめぐり、東北地区における改革開放と経済発展のポテ

ンシャルないし周辺国及び地区との協力の新たな態勢を探

る。

１. 東北振興戦略と更なる対外開放

　2003年、国民経済全体の協調発展と中国工業体系の質を

高めるため、同時に東北地区の持続的発展と社会的安定を

維持して北東アジア地域協力に参加するために、中国中央

政府は「中共中央・国務院の東北地区等旧工業基地振興戦

略の実施に関する若干の意見」（国務院11号文献）を打ち

出し、東北振興戦略が正式にスタートした。「意見」は東

北地区の全面的な持続可能発展のためにマクロ優遇政策の

決定と関連の資金援助を行い、同年11月に批准された調整

と改造項目は100余、総額610億元、同時に行政窓口として

国務院東北地区等老工業基地調整改造指導小組弁公室を成

立した。また、増値税と企業所得税の改革、国債と特定資

金項目の確定などの実施によって、東北振興は「全面対外

開放」、「地域経済一体化」、「人材戦略」という三大戦略を

象徴とする全面始動段階に入りつつある。2004年、2005年

の実質的な作業と各種項目の確実な策定という段階を経

て、2006年に入ってから東北旧工業基地振興戦略の効果が

現われ始めた。特に、中央政府が東北地区の発展実情に基

づいて2005年８月に「東北旧工業基地を促進するにあたり

対外開放を一層拡大する若干の実施意見」（国務院36号文

献）を策定し、対外開放を旧工業基地改造実現の重要手段

と内容に位置付け、「開放で改革を促進し」、「外資誘致の

質とレベルを高め」、「地縁のメリットを発揮し」、「雇用を

優先する」という四つの面から対外開放を東北振興と結び

つけた。また、科学発展観と人本主義に基づいて、「第

十一次五カ年規画」で東北旧工業基地に関して実際に相応

しい企画を策定し、東北地区の対外開放は新たに歴史的な

チャンスを迎えている。

⑴　東北地区対外開放の新しい特色

①工業を主体とする全面振興

　全体的に見れば、東北の現代工業開発の歴史は１世紀ほ

どさかのぼり、民族工業の発端、半植民地と植民地の工業

開発を経て、真の工業基地を形成したのは建国後の「第一

次五カ年計画」と「第二次五カ年計画」時期だった。計画

経済時代において、東北は全国経済の牽引役であったが、

「東北現象」などが東北の発展に問題を積み重ねてきた。

それに対して中央政府は「第七次五カ年計画」と「第八次

五カ年計画」時期に前後して、「企業の三角債務の解決」、

「現代的な企業制度の建立」、「国有企業の三年間難関挑戦」、

「社会保障制度の構築」などの優遇政策を打ち出してバッ

クアップしたが、単一的な政策で、組み合わせと協調性を

欠いたため、効果が上がらなかった。今度の振興策は前例

の教訓を受け、鉄道、高速道路、港湾などインフラ整備を

強化する上に、総合協調的な政策体系により工業化を主体

として農業及び第三次産業にまで波及する全面振興である。

②東北振興で全国安定を図る戦略

　冷戦時代において、東北地区は中国国防の東と北の玄関

で、国家軍事安全の戦略的な緩衝地帯であり、代替のでき

ない国境が存在した。2003年に端を発した今度の旧工業基

地の振興策は経済の持続発展を視野に入れ、「東北が衰微

すれば全国は危うくなり、東北が振興すれば全国は安定す

る」という戦略的な見地から、東北地区の新型工業化及び

振興を全面的なゆとりある社会建設と調和の取れた社会構

築に結びつけ、東北振興に新たな地域発展という時代の要

請があった。言い換えれば、以前の何回の中央からのバッ

クアップと違い、今度の振興の成否は中国経済社会発展の

全面振興と地域均衡の達成に繋がる戦略的な選択とも言え

る。

旧工業基地振興に伴う東北地区の対外開放の
現状及び展望
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③対外開放と工業振興の結合

　開放で改革・調整・改造・振興を促すという指導方針を

堅持し、開放を拡大することを推し進め、東北経済の外向

性を高め、体制・機構・企業の改革を促すために、国務院

東北振興弁公室が中央の関連委託を受けて東北振興戦略の

第一弾を打ち出してから、東北戦略の実施実情に基づいて

対外開放の四つの重点を提出した。すなわち、１）開放で

改革を促すこと。外国人投資家による東北国有企業の組織

変換と改造への参入、外資による国有企業へのM&A及び

株式所有を奨励する。どうしても返済できない歴史的な原

因による税金債務は規定により国務院の批准で免除され

る。２）外資利用の質とレベルを高めること。３）地理的

優勢を発揮して地域経済の健康的な発展を促すこと。４）

雇用を優先的な目標として考えることである。このような

措置によって、対外開放と東北工業振興は統一的に配置さ

れたと言える。

⑵　東北地区の周辺国際環境の変化

　中央政府が2003年の中国共産党16回代表大会の報告で初

めて旧工業基地振興戦略を提出してから2006年９月まで、

調整と改造の推進、対外開放の深化によって、東北地区が

臨む周辺国際環境は大きな変化を呈した。まず、中国の総

合国力が著しく増強したことである。GDPはすでに世界

第４位に昇り、貿易総額も日本を抜き米国とEUに次いで

第３位に入り、一人あたりGDPが1780ドル、外貨準備高

が１兆ドル超、中国の世界への影響力も次第に高まってい

る。関連データによると、2005年中国経済の世界経済成長

への貢献率は29％、貿易成長への貢献率は21％で、2006年

はさらに拡大する見通しである。中国経済はすでに経済大

国日本を含む景気を牽引する重要な動力となり、「中国内

需」と言われている。北東アジア地域にある日本、韓国の

経済は持続回復中で、特に日本は戦後最長期であった「い

ざなぎ景気」を超えた成長が続いている。エネルギー価格

高騰の牽引でロシアの外貨準備高が大幅増加し、経済も８

年連続の好調が続いている。モンゴルも北東アジア経済提

携の潮流に溶け込み、周辺国との鉱産物を始めとする合作

が増加している。北朝鮮問題は未解決のままだが中朝、韓

朝貿易が拡大している趨勢は余り変わらない。北東アジア

地域貿易・投資は世界貿易と投資全体の好調と安定によっ

て記録更新の可能性が強い。国際分業及び中国の分業地位

のアップによって中国の「世界工場」の地位がさらに固ま

り、消費品の加工、組み立て、輸出が外資に伝統・ハイテ

ク関連技術の中国移転を加速させる。これらは東北地区の

更なる開放、北東アジア国際貿易及び投資に溶け込ませる

何よりの駆動力であると考えられる。

⑶　東北地区の面する国内競争環境

　一方、東北地区が直面する国内環境もますます厳しくな

りつつある。中央政府が「東北旧工業基地を促進するにあ

たり対外開放を一層拡大する若干の実施意見」（国務院36

号文献）など旧工業基地振興関連の優遇政策を続々打ち出

し、東北の対外開放に多方面の政策保障と発展の機会を提

供する同時に、早期開放によってすでに豊かになった珠江

デルタ、揚子江デルタ、京津翼（北京市・天津市・河北省）

環渤海経済地帯の所謂三大経済圏の中国経済への影響力が

次第に目立ってきた。特に江浙の民営資本を中心とする内

資北上の勢いが注目され、「新東北人」という新集団が登

場し始めた。彼らの参入によって東北振興が加速する一方、

競争も一層激化するに違いない。また、経済規模では三大

経済圏に匹敵しえない東北地区は劣勢に追い込まれる可能

性がある。2004年の統計によると、三大経済圏は輸出入額

で中国全体の76.6％、外資利用で88.5％を占めた。2006年

６月、中央政府が中国北部の経済中心と開放門戸を象徴す

る「天津濱海新区開発開放戦略」を打ち出したことは、環

渤海経済圏を加速させ、北京を輻射し華北を牽引する意図

が明らかである。東北地区は貿易・投資・服務・資本・人

材などの面において機会に恵まれる同時に、地域競争の激

しい南方各省の豊かな資本の挑戦を受けざるを得ないだけ

でなく、環渤海経済地帯の拡大に吸収され、或いは疎外化

に押しやられる可能性もないとは言えない。また、2001年

末の中国WTO加盟の受諾によって、2005年から中国は

サービス業の更なる開放と新規参入許可の緩和を実施しな

ければならなくなった。第三次産業が普遍的に弱い東北地

区にとってはリスクが優勢を下回るとはいえなくなった。

そのほか、経済や生活レベルの格差による人材戦略・競争

で、北部の人材が南方へ移動する“燕南飛”（南方の省へ

就職すること）現象に歯止めがかからない状況にある。東

北地区の人材優勢が南方の豊かな省からの争奪戦によって

弱まっていく可能性が大きい。

２. 東北の優位性と対外開放現状

　東北地区1は北東アジアの中心に位置し、東、北、西に

1 東北地区の経済地理概念に関して、東北三省以外に、内モンゴル自治区東部の赤峰、通遼、呼倫貝爾、興安盟を入れる説もあり、総面積125.17万
平方キロメートル、人口11,741.22万で、それぞれ全国の13.04％と9.26を占める。本稿では東北三省を中心に論述する。
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おいてそれぞれ北朝鮮、ロシア、モンゴルと隣接する。日

本海を隔てて日本と韓国を臨み、南は渤海湾を介して首都

圏と華北と連なる。当該地域は主に遼寧省、吉林省、黒龍

江省を含み、総面積が78.9万平方キロメートル、人口が

10,757万で、それぞれ全国の8.2％と8.22％を占める。東北

三省の地理的な優勢は顕著で、遼寧省は東北、華北、華東

という三大経済地帯の結合部に位置し、北東アジア経済圏

の中核的な存在である。また、東北重工業地帯と環渤海経

済圏の交錯点にあり、当該地域の最初に開放された優勢を

加え、東北開放の門戸と言える。吉林省は東北地区の中部

に位置し、陸地的に北朝鮮、ロシア、モンゴルに隣接し、

交通が便利で、インフラ整備も良好であり、周辺への輻射

能力が強い。黒龍江省は対ロシア国境が3,000キロに及び、

25の国家一級税関を持っている。日韓両国との江海連運の

便宜だけでなく、シベリア鉄道へ繋がる優位性もある（表

１）。

　国内ないし北東アジアにおける地理的な優位性はもちろ

んのこと、資源面の優勢も目立っている。東北地区は資源

が豊富で、開発の歴史が短いというメリットがある。統計

によると、現在、東北地区の原油産量が全国の40％、木材

が50％、汽車生産量が４分の１を占めてある。当該地域の

重工業と農業が発達し、建国して以来1980年代までに、経

済成長は同期全国平均レベルをずっと上回り、中国の重要

鉄鋼、化学工業、エネルギー、機械、林業及び食料の基地

であった。三省の総合科学技術レベルはそれぞれ全国の６

位（遼寧省）、12位（吉林省）、13位（黒龍江省）であった。

上述の資源及び総合工業体系は東北地区振興・発展の基礎

である。同時に、当該地域は中国が北東アジア国際協力へ

参入する拠点であり、北東アジアと欧州を繋ぐ重要な輸送

ルート・窓口である。東北地区の対外開放と経済が順調に

発展できるかどうかは中国経済全体の持続発展、資源安全、

地域バランスに関わり、重工業と化学工業を土台とする現

代化の実現にも代替のできない役割を持っていると言え

る。東北振興促進策と更なる対外開放、また「五点一線開

放戦略」、「哈大斉工業ベルト開発戦略」、「東北アジア経済

貿易博覧会」など各省の独自の戦略によって、東北地区の

地理的優勢、資源メリット及びポテンシャルが次第に現わ

れると待望できる。

⑴　優位性の特徴と経済発展

　東北地区は資源が豊かで、環境に優れ、都市が集中し、

交通が発達し、知的な資源が多いという優位性を持ってい

る。長年にわたり、全国の重要な工業・農業基地、対外貿

易の基地、科学研究教育の基地である。北東アジアの中心

に位置する戦略的・地理的な優位性を除いて考えれば、そ

の経済発展の基礎はほとんど「第一次五カ年計画」とそれ

以後の長い間の計画経済と密接な関係を持っている。すな

わち、長期的な計画経済の影響で、東北地区は農業の栽培

業、工業の重化学工業を特徴とする地域経済構造を形成し

た。このような工業基地が集まる産業構造は計画経済時代

の一時的な輝きを浴びた後、改革開放の初期と中期で開放

に見捨てられた出遅れと「東北現象」の衝撃を受けた。

1978年の改革開放によって東北地区の経済はある程度発展

したが、東南沿海各省との距離が大きくなったと言える。

体制的、制度的、構造的な計画経済の後遺症が次第に現わ

れ、旧工業基地も市場経済の壁にぶつかり次第にその優勢

表１　東北地区データベース比較

遼寧省 吉林省 黒龍江省 合　計 全国順位
（遼、吉、黒）

面積（万km） 14.55 18.74 45.4 78.69 21、14、５
人口（万人） 4,189 2,716 3,820 10,725 14、20、15
主要都市
（人口45万人以上）

瀋陽、大連、鞍山、
撫順、本渓、丹東、
錦州、営口、阜新、
遼陽

長春、吉林、四平、
通化、遼源

ハルビン、チチハ
ル、大慶、鶏西、
伊春、佳木斯、牡
丹江、鶴崗

１人当りGDP（元） 18,983 13,348 14,434 ８、13、10
固定資産投資（億元） 4,234（41.4％） 1,802（53.8％） １,794（25.4％） 7,830
工業総生産（億元） 10,814.5 3,792 4,715 ６、15、14
輸出入額（億ドル） 410.1（19.2％） 65.3（ －3.9％） 95.7（41.0％） 571.1
輸出額 232.4（23.9％） 24.7（　43.9％） 60.7（64.9％） 317.8
輸入額 175.7（13.4％） 40.6（－20.0％） 35.0（12.6％） 251.3
都市部１人当り年収（元） 9,837 8,691 8,722 16、19、17
農村部１人当り年収（元） 6,028 5,154 6,042 ９、12、11
出所：2006年版東北三省統計年鑑、三省政府系ウエブサイト
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を失い、効率の低下、企業の生産停止、レイオフ、一時休

職、資源の枯渇、環境悪化などに象徴される「東北現象」

と、農業の効率低下、収入増の停滞、農村発展の疲弊など

を代表する「新東北現象」が東北地区を覆った。地区全体

経済も一時マイナス成長に陥り、中国経済転換期の負の代

表地域となった。

　1984年、中国政府による大連を含む14の沿海地域都市の

開放に従って、東北地区も閉鎖的な計画経済の束縛から開

放的な経済への転換を模索し始めた。1988年、遼東半島の

開放、沈大高速道路の開通によって周辺2,000万人の開放

商業圏が形成された。1992年の鄧小平氏の「南巡講話」に

よって琿春、綏芬河、黒河が相次ぎ開放された。東北地区

は当初は大連がリードし、省都都市を拠点として辺境税関

都市を控えた全面開放局面を形成する地区経済構成も生ま

れた。この２～３年、東北振興策と全面開放に関する好材

料の影響で外資・内資とも北上の趨勢を形成し、渤海湾の

海洋出口やロシア・北朝鮮への陸上隣接優勢を利用した北

東アジア諸国との貿易・投資などの対外発展と更なる開放

の起爆剤となっている。GDPの増加もその現われの一つ

である。2005年、東北地区のGDP総額は17,140.7億元で、

同期中国全体183,084.8億元の9.4％を占め、1980年代後期

の隆盛期の13.3％より後退したが、質の改善、開放の効果

が充分あると考えられる（表２）。

⑵　東北地区対外貿易現状

　東北地区の対外貿易は国家物資調達の指令貿易と沿海、

国境開放から始まった。改革開放の深化によって、東北地

区と国際間の経済往来も多くなり、貿易額も次第に増加し

つつある。1978年、東北地区の輸出入総額は僅か16.77億

ドルで、その内、輸出が15.94億ドル、輸入が0.83億ドル、

輸出の大半も原油と製品油で、標準に達する地方商品はほ

とんどなかった。1987年の輸出入総額は58.19億ドルで、

その内、輸出が50.68億ドル、輸入が7.52億ドルで、輸出と

輸入はそれぞれ1978年の3.18倍と9.1倍であった。2004年の

東北地区の輸出入総額は479.9億ドルとなり、その内、輸

出が243.1億ドル、輸入が236.8億ドルで、それぞれ1987年

の4.8倍と31.5倍であった。2005年の輸出入総額は継続拡大

し、571.11億ドルとなった（表３）。

　一連の数字変化を見ると、東北地区の対外貿易ウェイト

は山西など西部各省と一部中部省より高いが、東南沿海各

省と比べまだ低い。貿易パートナーを見ると、東北地区は

すでに世界160余りの国や地域と貿易関係を結んだが、大

部分が香港、日本、韓国、米国、台湾などの国や地区と取

引されている。三省の間にも貿易総額の差異、輸出入のア

ンバランス現象がある（表４－１、４－２）。

⑶　東北地区外資誘致現状

　東北地区の外資利用と技術導入は改革開放初期の1979年

表２　2000～2005年の東北地区GDP、順位、成長率　　（単位：億元）

全　国 遼　寧 吉　林 黒龍江
総額 ％ 総額 順位 ％ 総額 順位 ％ 総額 順位 ％

2000 99,214.6 8.4 4,669.1 7 8.9 1,951.51 19 9.2 3,151.4 14 8.2
2001 109,655.2 8.3 5,033.1 7 9.0 2,032.48 19 9.3 3,390.1 13 9.3
2002 120,332.7 9.1 5,458.2 7 10.2 2,246.12 19 9.5 3,637.2 13 10.2
2003 135,822.8 10.0 6,002.5 8 11.5 2,522.62 18 10.2 4,057.4 13 10.2
2004 159,878.3 10.1 6,672.0 8 12.8 3,122.0 20 12.2 4,750.6 13 11.7
2005 183,084.8 10.2 8,009.0 12.3 3,620.2 12.0 5,511.5 11.6

出所：2006年版中国統計年鑑、東北三省統計年鑑、中国統計局、三省政府系ウエブサイト

表３   2000～2005年の東北三省対外貿易統計　　（単位：億ドル）

遼寧省 吉林省 黒龍江省
輸出 輸入 総額 輸出 輸入 総額 輸出 輸入 総額

2000 108.5 81.7 190.2 12.42 13.12 25.54 14.5 15.4 29.9
2001 111.1 88.0 199.1 14.63 16.70 31.33 16.1 17.7 33.9
2002 123.7 93.7 217.4 17.68 19.39 37.07 19.9 23.6 43.5
2003 146.3 119.3 265.6 21.62 40.10 61.72 28.7 24.6 53.3
2004 189.2 155.2 344.4 17.15 50.78 67.93 36.8 31.1 67.9
2005 234.4 175.7 410.1 24.67 40.61 65.28 60.7 35.0 95.7

出所：1999～2006年版中国商務年鑑、東北三省統計年鑑、中国統計局、三省政府系ウエブサイト
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からスタートし、当時はプロジェクトの導入、補償貿易、

輸入品の組み立てを中心にして、次第に技術の合作、セッ

トプラント輸入、重要設備の輸入に転換した。外資利用も

当初の外資からの借款から外資との提携へ次第に転換した

のである。

　1979年から1987年にかけて、東北地区の外資利用は1,116

件で、契約ベースで24.5億ドル、実行ベースで8.53億ドル

であった。1990年代以後、中国全体の投資環境の改善やイ

ンフラ整備、関連法律の完備によって、合弁と合作を主な

形態とする外資の進出は独資へと変わり、大量進出のきっ

かけともなった。東北地区の対外貿易が主に日本、韓国、

米国、ロシアなどに集中していると同様に、同諸国からの

直接投資も東北外資利用の重要な柱となっている。例を挙

げると、日本は遼寧省の第一の貿易パートナーと第二の投

資国である。遼寧省に進出した日系企業の生産総額は320

億元で、地元に14万件の雇用機会を創造した。日本の著名

企業のほとんどがさまざまな形態で大連に進出している。

同時に、日本は吉林省の第一の輸出相手国と第二の輸入相

手国であり、外資利用の重要投資国である。日本は黒龍江

省の第二の輸出相手国で、第五の投資国である。2005年、

東北地区における実行ベースでの外資利用総額は46.82億

ドルで、2005年末までに東北地区外資利用累計総額は

425.93億ドル、全国の6.7％を占めた。三省の中で外資利用

が最も多いのは遼寧省である。

　2005年、遼寧省の外資利用総額は35.9億ドル、前年比

172.7％と大幅に増加した。その内、1,000万ドル以上投入

の項目は357件で、契約ベース総額が77.16億ドルである。

分野別に見ると、製造業、不動産、情報通信などが多く、

全体の85.2％を占めている。2005年末までに遼寧省の外資

利用累計総額は382.3億ドル、東北地区外資誘致総額の

79.3％を占め、遼寧省は当該地域の中枢省として重要な地

位と早期開放された成果を表した（表５）。

　黒龍江省の外資利用は香港、韓国、米国からのウェイト

が高い。1998年から2004年にかけての累計外資利用で見る

と、この三国の投資割合はそれぞれ37.41％、10.53％、9.21％

で合計57.15％である。2005年、黒龍江省の外資利用は4.31

表４－１　2004、2005年の東北三省輸出先上位５位（国と地域）　　（単位：万ドル）

遼寧省 吉林省 黒龍江省
上位５位 輸出 ％ 上位５位 輸出 ％ 上位５位 輸出 ％

2004 日本 546,263 28.9 日本 36,376 21.2 ロシア 215,353 58.5
米国 299,642 15.8 韓国 34.888 20.3 日本 26,270 7.1
韓国 231,433 12.2 米国 24,277 8.3 香港 21,876 5.9
香港 89,460 4.7 北朝鮮 13,112 7.6 韓国 21,544 5.9
オランダ 82,992 4.4 ロシア 7,360 4.3 EU 18,309 5.0

2005 日本 631,130 26.9 韓国 53,900 21.9 ロシア 383,644 63.2
米国 335,142 14.3 日本 37,200 15.1 韓国 35,365 5.8
韓国 288,336 12.3 米国 19,300 7.8 日本 26,605 4.4
オランダ 114,454 4.9 北朝鮮 19,000 7.7 米国 24,044 4.0
香港 86,072 3.7 ロシア 14,300 5.8 香港 14,811 2.4

出所：1999～2006年版中国商務年鑑、東北三省統計年鑑、中国商務部、統計局ウエブサイト

表４－２　2004、2005年の東北三省輸入先上位５位（国と地域）　　（単位：万ドル）

遼寧省 吉林省 黒龍江省
上位５位 輸入 ％ 上位５位 輸入 ％ 上位５位 輸入 ％

2004 日本 415,070 26.8 ドイツ 277,551 54.7 ロシア 166,945 53.7
韓国 196,491 12.7 日本 104.912 20.7 EU 36,733 11.8
ドイツ 152,066 9.8 北朝鮮 15,207 3.0 米国 27,252 8.8
米国 99,063 6.4 ブラジル 12,524 2.6 日本 17,673 7.0
サウジアラビア 76,842 5.0 ハンガリー 12,524 2.5 韓国 17,673 5.7

2005 日本 418,863 23.8 ドイツ 189,900 46.8 ロシア 184,000 52.6
韓国 205,702 11.7 日本 87,600 21.6 米国 32,117 9.2
ドイツ 151,050 8.6 米国 18,900 4.66 日本 31,835 9.1
米国 129,174 7.4 北朝鮮 16,400 4.1 ドイツ 18,871 5.4
ロシア 56,105 3.2 ブラジル 13,800 3.4 韓国 15,203 4.3

出所：1999～2006年版中国商務年鑑、東北三省統計年鑑、中国商務部、統計局ウエブサイト
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億ドルで、前年比10.47％増であり、新規外国投資企業を

266件認可し、投資国は香港、韓国、米国の次にヴァージ

ン諸島、日本、ロシアであった。

　1997年から2004年にかけて、吉林省の外資投資分野は主

に交通運輸設備製造業、電気・ディーゼル及び水処理、食

品製造業であり、特に自動車産業への投資と輸入は吉林省

における旧工業基地の資源と産業優勢を反映している。

2005年、吉林省の外資利用総額は6.6億ドルで、前年比

46.1％増であった。新規外国企業を348件認可し、投資国

は24の国と地区に達し、その内、1,000万ドルの投資国と

地区は９に達した。ドイツ、米国、香港、韓国、ヴァージ

ン諸島、日本の順であった。

⑷　東北地区対外投資現状

　早期開放に恵まれた東南沿海各省及び京津沪（北京・天

津・上海）と比べて、特に中国対外投資総額の10分の１を

占める上海と比べて、東北地区の対外投資の初動は遅れた。

国家の「走出去」戦略及び奨励政策を打ち出した1999年ま

でに、それらしい対外投資はほとんどなかった。近年、東

北振興戦略の深化、東北地区対外開放のレベルアップに

よって、当該地域の経済は高度成長が続き、対外投資も出

始めた。発達している他省のコスト削減と技術獲得のため

の対外投資と比べ、東北地区の対外投資は資源の獲得を

狙っており、投資の大半は周辺にある発展途上国或いは資

源の豊かな国・地域に集中している（表６）。

　2000年に入ると、東北地区の対外投資は年々増加の趨勢

を呈し、遼寧省がその趨勢をリードしているが、黒龍江省

の対外投資も著しく増加し、2005年の投資額は遼寧省を大

幅に超える記録的な年となった。2005年の東北地区の対外

投資を見ると、投資件数では遼寧省が多く、他の２省の合

計を上回る48件であったが、金額は9,316万ドルで、黒龍

江省の2.37億ドルに及ばなかった。2005年の遼寧省の対外

投資先は主に米国、香港、ロシア、日本、韓国、北朝鮮及

びモンゴルで、技術特許、国際販路、資源確保の意図が目

立っている。

　吉林省の対外投資は主にロシア、北朝鮮、アフリカ、バ

ングラデシュなどに集中し、先進国への投資はフランスと

香港、マカオに集まっている。2005年の対外投資件数は23

件で、中国側の直接投資額は3,340万ドルであった。近年

の代表的な対外投資事例としては、ロシアの不動産、木材、

運輸業への金龍有限責任公司、吉林新元木業株式有限公司、

吉林盛銘実業有限公司、吉林宇別爾運輸集団公司などが有

名である。そのほか、北朝鮮も吉林省の主要投資先である。

　黒龍江省の対外投資は主にロシア、モンゴル、ボツワナ、

香港、米国などに集中している。1998年から2005年にかけ

ての累計海外投資額は7.2億ドルで、海外設立企業数が231

社、投資先が39カ国であった。中でも、対ロシア投資は黒

龍江省の重点とも言える。2005年末までにロシアに進出し

ている黒龍江省の企業数は110社で、契約ベース投資額が

2.7億ドル、実行ベースでも２億ドル以上と推計でき、全

体の27.8％を占めている。特にエネルギー、鉱産物開発、

木材加工などの規模が大きい。代表的な投資は、黒龍江省

龍興国際資源開発集団有限公司の鉱産物中心の開発、黒龍

江振戌・斯達実業有限公司の木材パルプ開発などである。

対ロシア以外に、黒龍江華福実業有限公司がモンゴルで創

設するモンゴルチュウバオン実業有限公司、黒龍江省国際

公司が北京首都鉱業有限公司と提携して創設する図木爾泰

鉄鉱石有限公司など、黒龍江省の製造業を支える資源の確

保のための対外投資形態が注目される。

表５　2005年の東北三省外資利用額と全国比　　（単位：億ドル）

遼寧省 吉林省 黒龍江省
外資実行ベース投資総額 382.3 45.5 54.5
東北地区での割合（％） 79.3 9.4 11.3
全国比（％） 5.8 0.7 0.9
出所：2006年版中国商務年鑑、東北三省統計年鑑、中国商務部、統計局ウエブサイト

表６　2000年―2005年東北三省対外投資推移表　　（単位：万ドル）

2000 2001 2002 2003 2004 2005
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

遼寧省 19 3,189 N/A N/A 20 5,474 19 3,178 35 7,781 48 9,316
吉林省 3 293 7 236 16 1,756 11 2,156 7 2,715 23 3,340
黒龍江省 5 636 N/A N/A N/A N/A 15 1,907 9 3,580 12 23,682
合計 27 4,118 N/A N/A N/A N/A 45 12,575 51 16,410 83 36,338
出所：1999～2006年版中国商務年鑑、東北三省統計年鑑、中国商務部、統計局ウエブサイト
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３. 東北振興の推進と対外開放展望

　東北振興戦略の提出は、旧工業基地の資源枯渇による転

換・構造調整を進める一方、最も重要なことは、調整と改

造によって国家政策の効果、及び東北地区の持っている産

業、資源、科学技術、労働力及び地理的優勢を発揮させ、

科学発展観を樹立し、旧工業基地の開放レベルを高めるこ

とである。世界は経済のブロック化、地域化、国際経済一

体化の趨勢にあり、対外開放は開放型経済の発展を促進し、

産業構造を高め、国内外の資源を合理的に配置し、企業の

外向化レベルを高め、国際競争力を増強させる鍵である。

東北振興は単に資金を動員して投資環境を改善し、設備を

更新させることにとどまらず、工業を主導とする社会全般

にわたる大きな変革である。その変革の動力は対外開放で

あり、それによって国外の資金と優れた技術、人材、管理

経験を導入し、社会全体の開放を引き出す。今度の東北振

興にとっては対外開放が根本であり、国策である。経済成

長の方式の転換、対外貿易増長パターンの変更、外資誘致

の増強、実力のある企業の対外投資などはいずれも東北振

興、特に対外開放に頼るものである。これは国家が東北振

興を断固として実行する真意でもある。

　現在、東北アジア地域協力、特に辺境地域の合作を強化

する環日本海の地方自治体による会議が各種開催され、図

們江地域開発をめぐって中・ロ・朝が前向きの姿勢を示し、

東寧からウスリースクへの鉄道・航運建設も着実に進んで

いる。「辺境経済合作区」、「中ロ互市貿易区」、「輸出加工区」

のいわゆる三区優遇政策の国家レベル税関である琿春とロ

シア・ハサン、北朝鮮・羅津、清津の間に展開する国境を

跨る開発区の建設は、吉林省の海とつながる夢が実現しよ

うという段階を迎える。東北東部を貫き遼寧省・丹東まで

通じる新規鉄道計画は東北辺境地帯の貿易を周辺諸国へ拡

大させ、新たな物流輸送ルートが生まれる。黒龍江省は中

央政府から人民元の境外投資金融試験的工作の優遇を得た

上に「内引外連」すなわち国内・国外の二つの市場を利用

する優勢によって、さらに内外の企業家を集め、東北地区

における全体的な対外開放の潜在力が顕在化しつつある。

⑴　東北振興と対外貿易レベルの向上

　東北地区の2006年１～11月の工業統計と１～９月及び１

～11月の対外貿易統計を見ると、東北旧工業基地関連項目

の実施及び第十一次五カ年規画スタートの波に乗って、対

外開放が牽引する三省の経済は安定且つ高成長を呈してい

る。１～11月、三省の経済規模は継続拡大し成長も加速し

ている。その内、遼寧省の一定規模工業企業の工業増加額

は3,559.81億元、前年同期比19.2％増であった。吉林省の

一定規模工業企業の工業増加額は1,278億元、前年同期比

18.6％増で、平均毎月16.8億元の利益を上げた。黒龍江省

の一定規模工業企業の工業増加値は2,352.1億元、前年同期

比15.1％増であった。

　工業の好調は対外貿易の好況を促し、2006年１～３月、

東北地区輸出入総額は140億ドルで、それぞれ前年同期比

7.9％（遼寧）、7.9％（吉林）、37.4％（黒龍江省）増を遂

げた。2006年１～11月では、東北三省は625.6億ドルの輸

出入を達成し、同期中国全体の3.9％を占めた（表７）。こ

の間、遼寧省の輸出入総額は434.1億ドルで、前年同期比

16.8増であった。その内、輸出が253.9億ドル、輸入が180.2

億ドルで、それぞれ20.3％、12.3％増を記録した。国有企

業の輸出額70.5億ドルに対して私営企業の輸出額が38.4億

ドル、39.4％増で目立っている。日本、韓国、米国への輸

出は130億ドルで、全体の51.5％を占めた。省の主要都市

である大連の輸出額は156億ドルで、全体の61.4％を占め

た。

　2006年１～９月、吉林省は輸出入額58.74億ドル、前年

同期比21.6％増であった。その内、輸出は20.31億ドルで前

年同期比7.3％増、輸入が38.43億ドルで30.9％増であった。

吉林省の輸入が輸出を上回る原因は自動車部品の継続増加

にある。１～９月、自動車関連部品の輸入額は10.9億ドル

で、吉林省の輸入全体の28.4％を占め、吉林省の自動車産

業が全体経済を牽引する役割が明らかである。

　2006年１～３月、黒龍江省の輸出入総額は25.8億ドルで

史上最高を記録し、同期増加幅は全国トップであった。１

～11月、黒龍江省の対外貿易はさらに拡大して118.2億ド

ルを完成し、初めて100億ドルの大台を超え、中国11番目

表７　2006年１～11月の東北三省対外貿易額と全国比　　（単位：億ドル）

中　国 遼寧省 吉林省 黒龍江省
輸出入総額 15,935.6 434.1 73.3 118.2
　輸出 8,750.4 253.9 N/A 78.3
　輸入 7,185.2 180.2 N/A 39.9
全国比（％） 3.93（三省合計） 2.72 0.46 0.74
出所：中国商務部、三省統計局ウエブサイト
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の対外貿易100億ドル超の省となった。その内、対ロシア

貿易が60.92億ドルと全体の51.6％を占める。綏芬河、東寧、

黒河などの市と県の財政収入の80％以上が対ロシア貿易に

依存している。その他、自動車と機械・電気製品の輸出が

全体の増加を支えている。

⑵　対外開放と外資誘致の質の向上

　中国中央政府は東北の重工業化を重視し、開発によって

当該地域の国有企業を活性化させ、資源の合理的な開発を

図っている。そのために打ち出した一連の優遇政策は、外

資の東北進出により良い条件を与えている。2006年に入る

と、旧工業基地改造項目の実施と新五カ年規画の発足など

の好材料により、東北地区の外資誘致状況は著しく変化し、

新たな局面を迎えている。三省は大プロジェクトと戦略的

投資者の誘致を突破口として、外資利用の規模と質を高め

ることに力を入れている。現存の工業パークと開発区に

よって外資誘致の拡大を狙う一方、東北地区、特に各省の

特色と基幹産業に着目し、それぞれ自らの省にふさわしい

外資誘致の新戦略を打ち出した（表８）。

　遼寧省は、2008年北京オリンピックと2010年上海万国博

覧会の前哨と言われる「世界園芸博覧会」（2006年５～10月、

瀋陽）を積極的に利用して、半年の開催期間で1,000万人

の入場者を実現し、観光による外資誘致への波及効果を果

たした。また、国務院の支持を得て「五点一線」という最

新の沿海開放戦略を発表した。これは、揚子江以北最大の

島である大連長興島を中核として、渤海湾沿岸の営口、錦

州湾の葫芦島、丹東、庄河花園口を連ね一線となる。この

戦略の発表は欧米、日本などの投資者の目を引き寄せ、遼

寧省の外資誘致の新たな目玉となっている。また、「遼寧

省人民政府が沿海重点発展地域をさらに開放拡大させるこ

とに関する若干意見」という省レベルの奨励策を出し、外

向発展と沿海・内地の相互促進に関連する５方面・12項目

の具体的な優遇政策を発表した。それらによって、この１

年足らずの間に、「五点一線」地域ではすでに外国投資企

業18件を認可し、契約ベースで1.9億ドル、商談中の項目

は186件に上った。2006年１～11月、遼寧省は新規外国投

資企業を2,021件認可し、外資誘致総額は50.24億ドル、前

年同期比111.84％増であった。

　吉林省は海への出口が無い不利な現実の中で意欲的にロ

シア、北朝鮮と協商し、日本と韓国の資金及び技術を利用

し、図們江地域開発のメリットをアピールしている。図們

江周辺はすでに日本・韓国投資家の対象地区となり、小島

衣料を始め外資の進入が加速している。また吉林省は一年

に一度の「東北アジア経済貿易博覧会」を利用して、外資

誘致に最大限の力を入れている。2006年１～11月、吉林省

の外資誘致の実行ベース総額は14.5億ドルで、前年同期比

42％増であった。契約ベースの項目の中には1,000万ドル

超の大項目が36件で、前年のほぼ２倍となった。自動車、

トウモロコシ加工などの伝統的な投資分野のほか、エネル

ギー、新型材料生産、不動産、医薬への外資進入が注目さ

れる。

　黒龍江省は多方面の資本を誘致し、国有企業改造などへ

参入させている。中央政府による旧工業基地への優遇を活

用して、各種投資家が原則的に負債を切り離し純資産だけ

を買収できる規定を発表した。これは、2004年11月に黒龍

江省が提出した「哈大斉工業回廊」という省レベルの総合

開発戦略と合わせ、黒龍江省の外資誘致の目玉となってい

る。2006年１～３月、黒龍江省の実際外資利用は2.24億ド

ルで、同期比18.5％増であった。黒龍江省への投資上位５

国は香港、ヴァージン諸島、オランダ、米国、バルバドス

である。

⑶　東北振興及びさらなる開放における問題点

　東北地区は改革開放の千載一遇のプラス期を迎えている

が、マイナス要因も幾つか残っていると考えられる。まず、

東北地区は北東アジアの中心に位置し、発展の潜在力を

持っているが、当該地域の周辺に存在する非調和要因も無

視できない。特に遼寧と吉林省が北朝鮮と隣接しており、

朝鮮半島の不安定による東北振興、特にさらなる開放策の

実施にマイナス影響が避けられない。

　また、当該地域の冷戦後遺症として二国間或いは多国間

に残っている歴史認識の相違と領土問題、経済協力とエネ

ルギー争奪の関係、経済利益と文化差異の関係などは、北

東アジア経済一体化の妨げになり、東北地区のさらなる開

表８　2006年１～11月の東北三省外資利用額と全国比　　（単位：億ドル）

中　国 遼寧省 吉林省 黒龍江省
契約ベース外資利用額 N/A 122.32 15.5 20.44
実行ベース外資利用額 543.63 50.24 14.5 15.47
東北地区での割合（実行ベース） 63％ 18％ 19％
全国での割合（実行ベース） 9.26％ 2.67％ 2.85
出所：2006年版中国商務年鑑、東北三省統計年鑑及び中国商務部、統計局ウエブサイト
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放への障害とも言える。

　GDPから見ると確かに著しく成長してきたが、南方の

発達地域と比べてまだ一定の距離がある。2000年以後の東

北地区の平均GDP成長率11.9％に対して、同期の中国平均

は13％、沿海地域はさらに高く16.4％に上る地域もある。

東北振興は束の間の機会であり、いかに振興を持続するこ

とができるか疑問もある。また、対外開放の外向化レベル

で見ると、東北地区は、ますます一体化を強める他の地域

と相当の距離があることは否めない。2005年の東北地区の

輸出入総額は571億ドルを完成したが、珠江デルタは4,280

億ドル、揚子江デルタは5,217億ドルであった。環渤海経

済地帯も東北地区を大幅上回ると推定できる。

　意識の開放改革も行わなければならない。改革・開放以

来の東北地区の発展を見ると、著しい変化・業績と同時に、

観念的な面での更新は南方諸省と比べられないところがあ

る。例えば、グローバル経済と地域経済の一体化時代にお

いて、一個の省の力で各種産業が揃った産業構造を形成す

ることは難しく、複雑な国際競争に充分に対応できない。

三省各自の優勢を発揮させる同時に、大きく東北地区とい

う観念を樹立することが必要である。東北にとって最大の

優勢は、提携による発展の道を選ぶことであり、地域産業

配置と経済一体化の選択である。それを実現するため、五

カ年計画、十年計画を策定するときには、当該地域の総合

的産業配置と資源および加工の協調優勢を確立しなければ

ならない。東北経済区の早期形成は、三省優勢を最大限発

揮し、将来の北東アジア経済圏の国際競争に対応する最も

良い方式でもある。同時に、振興と対外開放、資源の合理

的利用と開発、外資の投資コスト削除などもキーワードで

ある。

　外資誘致において、適当なビジネスパートナーが見つか

らないことがしばしば問題となる。保守的な観念、国有企

業の比重の高さ、企業所有制の不明確、買収負担の重さな

どに面して、外資がまず考えるのは投資のコストと回収の

問題である。この点から、東北地区の外資誘致は国有企業

を改造する同時に、川上と川下の民営企業を育成すること

が肝心である。66,000余りの会員を擁する韓国貿易セン

ターは2006年８月に専門の調査報告書を出し、韓国企業の

東北進出に警告を発した。報告は、東北地区の中核都市の

未成熟、不十分な地域ネット、競争意識に欠け、企業の成

長環境に劣り、技術革新能力が低いことなどを指摘し、東

北地区が珠江デルタ、揚子江デルタ、環渤海地域のような

第四の成長極になることは疑問であり、時間がかかるとい

う結論を出した。この報告は韓国企業の東北地区への進出

を阻止するものではないが、東北地区の外資誘致上克服し

なければならない側面を警鐘して参考になる。

　また、瀋陽、大連、ハルビン、長春など東北地区の中核

都市とアジア主要都市との投資コストを比較すると、東北

地区の振興深化とさらなる開放により、賃金など各種コス

トが上がる傾向が出始め、外資進出の障害の一つとなる。

この２、３年の外資の動きを見ると、賃金など投資コスト

の上昇によって、より安いベトナム、フィリピンなどへ外

資が移転する動きが出始めた。これは東北振興、東北地区

外資誘致にとって新しいマイナス要因である。

　最後に、2007年に入ると環境問題と省エネ対策が中国全

体として臨まなければならない問題となり、東北地区は中

国最初の工業基地としての過去の優勢と裏腹な設備の老朽

化とエネルギーの非効率に挑戦しなければならない。東北

振興及びさらなる開放の実施過程で、外資誘致によって企

業、特に国有企業の技術的な改造とレベルアップを促進で

きるか、いかにして環境改善と省エネを実現するかが重要

な課題である。
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